
 

 

 
 
 

１ 目 的 

地区間で統一したテーマにより連携し、広域的に取り組むことで効果や継続性が見込まれるまちづく

り事業に対し補助することで、地区を越えたまちづくりへの展開を促進します。 

 

２ 対象組織 

福井市内の自治会連合会を単位とする２地区以上が１つのテーマにより連携し、広域的に活動する連

携組織 

 

３ 対象事業 

以下の３つの条件を満たすものが対象事業となります。 

①地域の特色の活用、地域の課題解決のために、地域住民が自主的に企画し取り組む事業 

②地区間で連携し、広域的に取り組むことで効果が見込まれるまちづくり事業 

③補助金を交付することで、福井市全体に効果をもたらす事業 

※対象とならない事業 

◆政治・宗教活動 

◆市から他の名目で補助金等の交付を受ける事業 

◆各種団体の通常行事 

 

４ 補助額 

補助率 上限額 

補助対象経費の 

65/100以内※1 

18万円×地区数 ＋ ふるさと納税加算額※2 

（160万円を限度とする。ただし、ふるさと納税加算額が160万円

を超える場合は、ふるさと納税加算額を限度とする。） 

※１：算出された補助金の額に、1,000円未満の端数が生ずる場合は切り捨てます。 

ふるさと納税加算の場合は補助対象経費の 10/10以内となります。 

※２：ふるさと納税加算額について、未執行額の次年度繰越はできません。 

 

５ 補助対象経費 

各事業の実施に必要な経費を補助対象にします。 

事業に直接係わらない経費、組織の経常的な維持管理費などは対象になりません。 

補助対象経費 

報償費、旅費、消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費、郵便料、運搬

費、広告料、手数料、筆耕料、保険料、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、

原材料費 

※補助対象経費の判断基準については別表によりご確認ください。 

 

６ 団体指定ふるさと納税の活用 

（１）概要 

各まちづくり組織が令和７年中（R７.１．１～R７.１２．３１）に市外の方に「団体指定ふるさと納税」を

呼びかけ、本市に寄附のあった団体指定ふるさと納税の金額に応じて、令和８年度に当該組織のま

ちづくり事業の補助金に加算します。 

令和８年度 
地域の未来づくり推進事業 募集要領 

【地域連携コース】 
 



 

 

（２）イメージ図 

〇団体指定ふるさと納税の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇団体指定ふるさと納税加算額の活用イメージ 

（例）５地区連携、補助対象経費１５０万、ふるさと納税加算額２０万の場合 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

（３）補助金に加算される地区指定ふるさと納税の活用 

   ・自己負担分（補助対象経費の３５％）に充当する 

   ・備品購入費に充当する 

 

（４）目標額の設定（令和８年から） 

   ・４００万円を上限として目標額を設定します 

   ・設定した目標額に達した時点で当該年の寄附受付を終了します 

 

７ 補助対象期間 

交付決定日から令和９年３月３１日までの期間 

 

８ 申請 及び 交付方法（申請から補助金交付までの手順） 

  （市ホームページから提出様式のダウンロードや電子申請ができます） 

ホーム ＞ くらし ＞ まちづくり ＞ 住民主体の地域づくり ＞ 地域の未来づくり推進事業 

補助金交付申請 

（１）事業開始前に補助金交付申請をしてください（ホームページから電子申請可）。 

提出書類 ■補助金交付申請書（様式第１－３号） 

■事業実施計画書（様式第２－３号） 

■事業収支予算書（様式第３－３号） 

■組織の会則又は規約 

■組織図及び組織名簿 

■地域未来づくりビジョン(令和７年度以降に新規で申請する場合のみ) 

■その他市長が必要と認める書類 

地区 
まちづくり組織 

市外在住の 
親戚・友人・ 

知人等 ①呼びかけ 

③返礼品 

②団体を指定して 
寄附 福井市 

④必要経費を控除し、翌年度の事業補助に上乗せ 

ふるさと納税 
加算なし 

ふるさと納税 
加算あり 

補助率 ６５％ 
（補助金額の上限９０万円） 

自己負担額 
（６０万円） 

補助対象外経費 
（自己負担） 

補助対象経費 （１５０万円） 

補助率 ６５％ 
（補助金額の上限９０万円） 

自己負担額 
（４０万円） 

補助対象外経費 
（自己負担） 

加算額 
（２０万円） 

自己負担額の軽減 

申請フォーム↓ 



 

 

提出期限 ・令和８年４月１日 

・事業開始の１ヶ月前の日 

○備品を購入する場合は見積書・保管承諾書・カタログ等が事前に必要となります。 

○視察などを行う場合は事前に視察計画書を提出してください。 

○次の金額を超える支出を行う場合は、事業終了後に見積書（２者以上）または契約先選定理由書の

提出が必要となります。 

契約の種類 契約金額（税込） 

（１）工事又は製造の請負 ２００万円 

（２）財産の買入 １５０万円 

（３）物件の借入 ８０万円 

（４）前各号に掲げる以外のもの １００万円 

 

 

（２）提出された補助金交付申請書等の関係書類を審査し、補助金の交付を決定します。 

決定後、請求により、補助金の一部（助成金交付決定金額×８０％）を交付します。 

※事業の着手(経費の支出)は、交付決定の日以降になります。 

 

提出書類 ■補助金請求書（様式第６－１号） 

 

事業実施 
 

（３）事業計画に従って、事業を進めてください。 

（４）補助金の交付決定後に、事業内容を変更する場合は、補助事業変更承認申請書（様式第７号）を

提出し承認を得てください。（軽微な変更は除きます。） 

 

事業内容の 

変更（例） 

◆予定していた行事の中止、またそれに伴う新たな企画の実施 

◆計画書と異なる事業の実施 

      ※当初の交付決定額を超える変更はできませんので、ご注意ください 

 

事業報告 
 

（５）事業が完了したらすぐに事業実績報告をしてください（ホームページから電子申請可）。 
 

提出書類 ■事業実績報告書（様式第９号） 

■事業実施報告書（様式第１０号） 

■事業収支決算書（様式第１１―３号） 

■領収書等の写し 

■市のホームページに掲載できる記録写真のデータ 

■その他事業の内容及び成果を表す資料 

提出期限 事業完了後１か月以内（事業完了とは、補助対象事業に係る経費の支払

を全て完了することを言う。） 
 
○事業経費に係る領収書等は、事業終了後５年間大切に保管してください。 

○地域住民に対しても事業実績の報告をお願いします。 

補助金額の決定と交付 

いずれか遅い方 

申請フォーム↓ 



 

 

補助金額の確定と精算 
 

（６）提出された実績報告書等の関係書類を審査し、補助金の額を確定します。 

確定した補助金額が交付決定額の８０％に満たない場合は、補助金の戻入が必要となります。

また、請求により、補助金の精算（残金の交付）を行います。 

※補助金に戻入が生じた場合、市から送付する納付書により戻入を行ってください。 
 

提出書類 ■補助金請求書（様式第６－２号） 

 

９ 監査指導の実施 

必要に応じて、支払証拠書類や帳簿等の監査を実施します。 

 

 

【問合せ・申請先】 

福井市 地域振興課 

〒910-8511 

福井市大手３丁目１０番１号 

℡：0776-20-5230 

Mail：c-shinkou@city.fukui.lg.jp 


